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2026 年度（令和 8 年度）事業計画  

 

2026 年 1 月に公表された日本銀行の『経済・物価情勢の展望』によると、「各国の通商政

策等の影響を受けつつも、海外経済が成長経路に復していくもとで、政府の経済対策や緩和

的な金融環境などにも支えられて、所得から支出への前向きな循環メカニズムが徐々に強ま

ることから、緩やかな成長を続けると考えられる」とされる一方で、日本経済・物価の見通

しに対するリスク要因として、「各国の通商政策等の影響を受けた海外の経済・物価動向、企

業の賃金・価格設定行動、金融・為替市場の動向などに注意が必要」としている。 

また、「雇用・所得環境は、緩やかに改善している」とし、先行きの雇用動向の展望を、「人

手不足感の強い業種の正規雇用を中心に、緩やかな増加を続けると予想される」「ただし、こ

れまで女性や高齢者の労働参加が相応に進んできたなかで、人口動態面から労働供給が増え

にくくなっていることから、雇用者数の増加ペースは徐々に鈍化していく可能性が高い」「こ

うしたもとで、先行きの失業率は、ごく緩やかな低下傾向をたどり、見通し期間半ば以降は、

経済成長に伴う労働需要の増加と追加的な労働参加のペースが概ね見合うことで、低位で横

ばい圏内の動きになる姿を想定している」としている。 

その一方で、年ベースでの有効求人倍率が昨年に引き続き下落し、令和 7 年平均の有効求

人倍率は 1.22 倍と、前年平均の 1.25 倍と比べ 0.03 ポイント下落となっており、今後の推移

を引き続き注視していく必要がある。 

2026 年（令和 8 年）2 月末現在における 2025 年度（令和 7 年度）中の当協会への相談件数

は 865 件で、雇用環境が厳しい中、就労困難者に対する就労支援の重要性が、より一層高ま

っていることを示しているといえ、従前にも増して就労支援への取り組みの充実が求められ

ているところである。 

当協会の 2026 年度（令和 8 年度）事業計画においては、これまで以上に就労困難者に寄り

添い、きめ細やかな就労支援を行うため、以下に掲げる事業について効果的・効率的な執行

に全力を挙げて取り組んでいく。 

 

 

１．堺市地域就労支援センター事業 （公益目的事業（１） 就労支援事業） 

例年同様、就労相談において相談者の希望職種や職歴などを聴取したうえで、継続的な

就労相談を行っていく。また、働く意欲がありながらも就職の機会に恵まれない方などを

対象にした『職業能力開発講座』をより充実させるべく、新規講座を独自開催することを

予定している。今年度も「さかい JOB ステーション」などとの共催で合同企業面接会や就

労相談会等を開催し、各機関と連携しながら就労支援を実施する。さらに、求職者にハロ

ーワーク求人検索端末機を供用して、その利便性を提供していく。 

就労関連情報を共有するため、堺市雇用推進課の主催する地域就労支援事業庁内連絡会や

堺市雇用労働推進会議にも引き続き参画し、関係各機関との連携を密にする。 
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○無料職業紹介事業（令和 4 年 6 月 1 日更新許可）（公益目的事業（１） 就労支援事業） 

求職者のニーズにあった職種の企業へ積極的にアプローチを行い、無料職業紹介事業の

質的充実を図る。また、効果的なマッチング機会の拡大を図れるよう、職業能力開発講座

とリンクした登録企業等による合同企業面接会等を開催する。 

 

２．各種受託事業（「教育・研修の場」・「働く場」の確保） 

（公益目的事業（１） 就労支援事業） 

堺市等から清掃・除草を中心とした業務を受託し、「教育・研修の場」、「働く場」として

活用していく。就労訓練の実効性をより高めるため、各現場での訓練指導体制を強化する

とともに、各訓練生（協会有期雇用者）の訓練計画に基づく教育・研修を実施し、一般就

労につながるための工夫に引き続き取り組む。 

 

３．堺市立人権ふれあいセンター管理運営事業 （公益目的事業（１） 就労支援事業） 

2024 年度（令和 6 年度）から 5 年間、当施設の管理運営を他 2 社とともに請負っており、

当協会は設備管理や施設清掃を担当している。施設清掃については、引き続き就労困難者

の｢働く場｣として活用していく。 

 

４．堺市立舳松職能訓練センター職業訓練業務 （公益目的事業（１） 就労支援事業） 

これまで同様、職場適応訓練（勤務時間の遵守、仕事中の服装等の服務規律）、日常生活

指導（挨拶の励行）及び技能訓練を通じ、作業効率の向上と能力開発に取り組む。また、

堺市関係部課と事業報告会議を随時開催し、事業の円滑な運営を図るとともに、必要に応

じて関係部局と役員との意見交換を実施する。 

 

５．地域振興事業 （公益目的事業（２） 地域振興事業） 

地元堺が生んだ将棋界の偉人、阪田三𠮷名人を顕彰し、その文化的遺産を継承する事業

として、また、地域住民の連帯感を培う場、市民相互・世代間の交流の場として、引き続

き堺市との共催により将棋大会を開催していく。より魅力的な事業とするべく、堺市及び

公益社団法人日本将棋連盟と緊密に連携していく。 

 


